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第 8章 

物権変動 
意思表示や時効、相続などの知識を活用して問題を解くことになります。 

1 問丸ごと出題されることもありますし、選択肢で出題されることもあります。 

とにかく頻出分野ですから、必ず正誤判断できるようにしっかり学習してください。 

 

１節 ０章のおさらい 

１ 事前準備① 

事例１ 

A は、B に自己所有の建物を 1000 万円で売却する契約を締結した。 

 

 

 

 

 

 

 

民法では A の「売ります(申込)」、B の「買います(承諾)」の意思表示が合致すると契約が成立し、 

契約成立時に A から B に建物の所有権が移転するのでした。 

【発展】諾成契約・要物契約 

意思表示だけで成立する契約を、諾成契約(だくせいけいやく)といいます。 

一方、意思表示だけでは契約が成立せず、モノの引き渡しが契約成立に必要な場合を 

要物契約(ようぶつけいやく)と言います。例：質権の設定、書面によらない消費貸借 

 

また、契約が成立したとき、A と B には債権債務の関係が生じるのでした。 

 

 

 

 

 

 

 

導入では省きましたが、 

B には「甲土地の名義を私に移転してください」という登記移転請求権もあります。 

お金を支払い、建物を引き渡し、さらに所有権移転登記(名義変更)が完了して 

ようやく A・B はお互いの全て債権・債務の関係から解放されます。 

出題ランク 

S 

売ります 

(申込) A 

買います 

(承諾) B 

意思の合致 ＝ 契約の成立 ＝ 所有権の移転 

A B 代金支払債務 

代金支払請求権 債権者 債務者 

A B 
建物引渡債務 

登記移転債務 
建物引渡請求権 

登記移転請求権 

債務者 債権者 
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２ 事前準備② 

物権変動の「物権」とは何でしょうか。 

物権 (ぶっけん) 物を直接に支配する権利。 

物権の代表選手は所有権です。所有権を持っている人は対象の物を自由に使用・収益・処分できます。

物権には、他に地上権、抵当権、地役権などがあります。 

 

物権変動 (ぶっけん へんどう) 物権が発生したり、変更となったり、消滅したりすること。 

所有権の場合でいうと、不動産を売買して所有権が移転したり、 

建物を新築して、新たに所有権が発生したり、逆に建物を取り壊して、所有権が消滅したり 

などが物権変動の例と言えるでしょう。 

 

今まで度々出てきた「対抗」という言葉の意味を、後の議論のために再確認しておきましょう。 

対抗要件 (たいこう ようけん) 第三者に権利を主張するための条件・要件。 

対抗力  (たいこう りょく)   第三者に権利を主張できること 

不動産の場合、対抗要件は「登記」です。登記をすることで、対抗力が備わる、 

つまり「この権利は俺のモノだ」と第三者に主張できる状態になるということです。 

 

事例１において、ＡがＢに建物を売ったので、建物の所有権はＡからＢに移っていますが、 

契約しただけでは B の建物所有権に対抗力はありません。この時の登記情報は以下の通りです。 

この登記情報を第三者Ｃが見たときはどう思うでしょうか 

順位番号  登記の目的  受付年月日   権利者その他の事項 

１    所有権保存    (略)     所有者 (住所略) A の氏名 

 

Ｃとしては当然「建物はまだＡの所有物だな」と思うはずです。 

この登記情報の状態で、Ｂが「この建物は A から買ったのだから俺のモノだ」と言ったところで、 

Ｃからは「いやいや、登記情報はＡのままじゃないか」と言われて終わりです。 

 

そこで B は、所有者の名義変更(所有権移転登記)を登記所に申請して、登記情報を次のようにすれ

ば、自身の建物所有権を第三者Ｃに対抗できるようになります。 

順位番号  登記の目的  受付年月日   権利者その他の事項 

１    所有権保存    (略)     所有者 (住所略) A の氏名 

２    所有権移転    (略)     原因  令和〇年〇月〇日売買 

                      所有者 (住所略) B 氏名 

 

【大事な考え方】 登記をする意味 

権利は目に見えませんから、登記簿にその物権の変動を記録してやらないと 

当事者以外の人にとっては、その不動産にはどんな権利がついているのかわからないのです。 
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２節 二重譲渡 
 

ここから、新しい内容に入っていきます。 

二重譲渡 (にじゅう じょうと) 一つのモノを複数の人に譲渡する(売る)こと 

 

事例２ 

Ａは自己所有の甲土地をＢに売却し、その後Ｃにも売却した。 

 

 

 

 

 

 

 

契約は意思表示の合致のみで成立するので、所有権はＢにもＣにも移転するはずですが、 

甲土地は１つしかありません。この場合、甲土地はＢ、Ｃどちらのモノになるのでしょうか。 

 

結論、Ｂ、Ｃどちらか先に登記を得た方が甲土地の所有者となります。 

(先に登記簿に名前が載った方が勝ちです。) 

別に、AB 契約、AC 契約のどちらが先だろうが関係ありません。 

Ｃが「Ｂが先にＡと契約をしていた」ということの善意・悪意も関係ありません。 

とにかく、C か B の「先に登記を得た方」が勝ちです。 

このときの、C と B の関係を「対抗関係」といいます。 

 

【大事な考え方】 二重譲渡における「悪意」とは 

「Ａは甲土地を 1000 万円でＢに売却した」という事実を知っている(悪意)C に 

「何としても甲土地が欲しい」という事情があったとします。 

登記簿を見ても甲土地の名義は A のままでした。これを好機とみて、Ｃは、 

「Ｂに売る値段の 3 倍の 3000 万でどうだ」とＡに話を持ち掛けます。 

 

B には申し訳ないが、A はこの話にのり、Ｃに甲土地を売却・登記を移すことにしました。 

登記を移したので、甲土地の所有者名義は A⇒C となりました。 

 

このような事例は自由競争の範囲内だとし、 

たとえ悪意であっても登記を先に得た方が勝ちということになりました。 

 

ただし、A は、B との契約を破ったことになりますから、 

B に対して損害賠償などの責任を取らなければなりません。 

 

A B 

C 

① 売却 

② 売却 
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【大事な考え方】 対抗関係と当事者関係 

今後、頻繁に出てきますので、違いを明確にしておきましょう。 

 

対抗関係 

「A は B に甲土地を売った。その後、A は C にも甲土地を売った」ときの 

B と C の関係を「対抗関係」といいます。 

先ほどやったように、B と C、先に登記を備えた方が甲土地の所有者になります。 

図で書くと、一人の人から、矢印が分岐する形をとります。 

 

 

 

 

 

 

 

当事者関係 

「A は B に甲土地を売った。その後、B は C に甲土地を売った」ときの 

A、B、C の関係を「当事者関係」といいます。この場合、 

B は、売買契約の結果、当然に A に対して「登記を私に移転して下さい」と請求できますし、 

C は、売買契約の結果、当然に B に対して「登記を私に移転して下さい」と請求できます。 

つまり「お前が登記を移さないから、俺に登記がないんだ、早く移転しろ」と言える関係です。 

図で書くと、矢印は分岐せず、一方向に流れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、事例２においてＣが以下のような人であれば、Ｂは登記がなくとも対抗ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

①～⑤のような悪いことをする C は、B に対して、 

「B、キミには登記がないから所有者ではないよ」と言える立場にないということです。 

要するにド厚かましいのです。そんなＣを保護する必要はないので、Ｂは登記なしでも勝てます。 

 

A B 

C 

① 売却 

② 売却 

A B 

C 

① 売却 

② 売却 

①①不法占拠者 

②②無権利者 

③③背信的悪意者 

④④他人のために登記申請をする義務のある者 

⑤⑤詐欺・強迫で登記を妨げた者 

 

A B 

C 
登記なしで勝てる 

登記 

登記 
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ここら辺は試験によく出ますのでひとつずつ事例で確認していきます。 

事例３ ①不法占拠者 

Ａは自己所有の甲土地をＢに売却した。その後、Ｃが勝手に甲土地を占拠した。 

甲土地を使う権限を持たずに占拠しているので、不法占拠者です。 

Ｂは甲土地の所有権移転登記がなくとも「甲土地は俺のモノだ、出ていけ」とＣに主張できます。 

 

事例４ ②無権利者 

Ａは自己所有の甲土地をＢに売却した。 

その後、ＡはＣに甲土地を売却したが、この契約が通謀虚偽表示によるものだった。 

 

 

 

 

 

 

通謀虚偽表示は「売ります・買います」という意思がない状態で契約をでっちあげるものです。 

よってその契約は無効です。契約の効力がそもそもないのですから、 

Ｃに甲土地の所有権が移転することはなく、権利を持たない「無権利者」ということです。 

Ｂは無権利者Ｃに登記がなくとも「甲土地は俺のモノだ」と当然主張できます。 

 

事例５ ③背信的悪意者 

Ａは自己所有の甲土地をＢに売却した。その後、ＣはＢを困らせるためだけにＡから甲土地を購入

し、登記を得た。 

 

 

 

 

 

 

試験対策上、「背信的(はいしんてき)＝嫌がらせ」と押さえておきましょう。 

ＣはＢに嫌がらせをするためだけに、Ａから甲土地を購入しています。 

ここまでくると、自由競争の範囲を超えています。 

こんな嫌がらせをするＣを保護する必要はありませんから、Ｂは登記がなくともＣに対抗できます。 

 

 

 

 

 

 

 

A B 

C 

① 売却 

② 仮装譲渡 

無効 

無権利者 

A B 

C 

① 売却 

② 売却 

背信的 

悪意者 
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事例６ ③‘ 背信的悪意者の転得者 

Ａは自己所有の甲土地をＢに売却した。その後、ＣはＢを困らせるためだけにＡから甲土地を購入

し、登記を得た。さらにＣはＤに売却し登記も移した。 

 

 

 

 

 

 

背信的悪意者ＣからＤに転売され、登記が移転した場合です。 

背信的悪意者は「対抗できない」というだけで、無権利者ではありません。 

よって、そんな背信的悪意者Ｃから甲土地を買った転得者Ｄは、 

ちゃんと所有権を引き継ぎ、登記を得ればＢに対して対抗できます。 

 

この場合、Ｄが「先にＡがＢに売った」ということの善意・悪意は関係ありません。 

原則通り、ＢかＤの先に登記を得た方が勝ちです。 

ただし、転得者Ｄ自身が背信的悪意者と認められれば、Ｂは登記なくＤに対抗できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例７ ④他人のために登記申請をする義務のある者 

Ａは自己所有の甲土地をＢに売却した。AＢは所有権移転登記の申請を司法書士Ｃにお願いした。 

しかし、ＣはＡから甲土地を購入し、勝手にＣ名義にしてしまった。 

 

 

 

 

 

 

 

「他人のために登記申請をする義務がある者」とは、 

仕事として登記申請の代行をする「司法書士」などの者のことを指します。 

事例７のようなことが許されてしまったら、職権乱用も甚だしいです。 

当然、Ｂは登記がなくともＣに「これは俺の甲土地だ」と主張できます。 

D が単なる「悪意」 

⇒B は登記のある D に勝てない 

 

D が「背信的悪意」 

⇒B は登記なくても D に勝てる 

 

A C 

B 

② 売却 

① 売却 

D 

背信的悪意者 

ト 

A C 

B 

② 売却 

① 売却 

D 

背信的悪意者 

A B 

C 

① 売却 

② 売却 

AB 契約の移転登記を

する司法書士 
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事例８ ⑤詐欺・強迫で登記を妨げた者 

Ａは自己所有の甲土地をＢに売却した。 

その後、ＣはＢを脅して移転登記を妨げ、その間にＡから甲土地を購入して移転登記を済ませた。 

 

 

 

 

 

 

 

これも、Ｃが「先に登記したのはオレ！」と主張するのは許されないということです。 

Ｂの登記を強迫で妨害するようなＣを保護する必要はないので、 

Ｂは登記がなくともＣに対抗できます。 

 

 

３節 取消しと物権変動 
 

重要なので「取消し」の意味を再確認しましょう。 

取消し 契約をキャンセル・なしにすること。 

取消しの意思表示をするまで契約は有効だが、取消しの意思表示をしたら、 

その契約は契約時点にさかのぼって無効になる。 

 

１ 「取消し前」の第三者 

取消しできる人(取消権者)が、取消しをする前に第三者が登場した場合です。 

制限行為能力者は第１章、詐欺・強迫・錯誤は第２章で解説済なので、復習してください 

 

「取消し前」の第三者でのポイントは、取消ししたい A と第三者 C は対抗関係に立たないというこ

とです。よって、C が保護されるために「登記」は不要ということです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A C 

B 

③ 売却 

① 売却 

ト 

② 登記の妨害 

A B 

C 

① 売却 

② 売却 
AB 契約の取消しを 

C に対抗できるか？ 
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２ 「取消し後」の第三者 

取消した後に第三者が出てきた場合です。 

詐欺・強迫・制限行為能力者・錯誤の理由は問わず、取消しした人は 

さっさと登記して自分名義に戻せばよいものの、それを放置していたから第三者が出てくるのです。 

取消し後の第三者を図で書くと、全て次の図になります。いわゆる二重譲渡の関係です。 

この場合は、A か C、登記を先にゲットした方が勝ちです。 

 

 

 

 

 

 

 

事例 9 

A が B に騙され自己所有の甲土地を B に売却し登記も移した。A は B の詐欺に気づき、この契約を

取消した。その後、B は詐欺について善意無過失の第三者 C に甲土地を売却した。 

事例は詐欺ですが、取消しの理由が強迫だろうと、制限行為能力だろうと、錯誤だろうと、A は取消

しをしたら、さっさと甲土地の名義を自分に戻せばよいだけだったのに、それを放置していました。 

 

つまり A が取消しをした時点で、登記簿は以下の「所有者 B」の状態で止まっています。 

順位番号  登記の目的  受付年月日   権利者その他の事項 

１    所有権保存    (略)     所有者 (住所略) A の氏名 

２    所有権移転    (略)     原因  令和〇年〇月〇日売買 

                     所有者 (住所略) B 氏名 

当然、第三者 C は登記簿を見て「甲土地の所有者は B だな」と思うわけで、 

だから、C は B に「甲土地を売ってください」と申し出るわけです。 

それで、C が B から甲土地を買い、登記までしたらそれはもう C のモノで確定です。 

取消しをして、すぐに名義変更すべきものを放置した A が悪いのです。 

 

事例では、C が善意無過失としましたが、 

C が悪意であろうが、有過失があろうが関係ありません。 

対抗関係の場合は、とにかく、先に登記をした方が勝ちです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B 

②‘ 返す 

A B 
① 売却 

② 取消し 

A B 

②‘ 返す 

C 

③ 売る A が登記を戻す 

ことを放置 
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A B 

C 

① 売却 

② 転売 

③ 解除 

４節 取得時効と物権変動 
 

こちらも第 4 章の時効のところでやっています。必ず復習してください。 

 

５節 解除と物権変動 
 

「解除」は初めて出てきましたので解説しておきます。 

解除 (かいじょ) 

契約当事者の一方的な意思表示で、その契約をなかったことにすること 

契約の目的が達成できなくなったなどの場合、当事者を契約から解放する仕組みです。 

解除についての詳細は後章「債務不履行」でやります。 

 

【学習のポイント】 無効・解除・取消しの違い  

無効  そもそも何もなかった、契約をしていないのと同じ状態。 

取消し 契約の成立自体に問題があったので、契約自体をなかったことにする意思表示 

解除  契約の成立自体に問題はないが、債務不履行(当事者が義務を果たさない)などの問題を理

由として、契約自体をなかったことにする意思表示 

 

１ 「解除前」の第三者 

事例 10 

A が自己所有の甲土地を B へ売却し、さらに B が C に転売した。 

その後、ＡはＢの債務不履行を理由に契約を解除したが、A が登記を戻す前に C が移転登記をした。 

 

 

 

 

 

 

解除をすると、AB 契約はなかったことになるので、A は甲土地の所有者にもどり、 

Ｂは無権利者になります。無権利者から何かを買ったところで、「無」ですからＣも無権利者です。 

だからＡは「所有者は俺だからＣ、甲土地を返せ」と主張できるとなります。 

 

しかし、「AB 契約が解除されたら、甲土地を A に返せ」がまかり通ってしまうと、 

解除が怖くて、だれも B から甲土地を買わなくなってしまいます。 

そこで、民法は「Ｃが登記さえもっていればＡに対抗できる」としました。 

事例ではＣが移転登記を移していますので、Ａに対して甲土地の所有権を対抗できます。 

逆に、A が C より先に名義を戻せば A の勝ちです。要するに先に登記を得た方が勝ちです。 

④ 登記 
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２ 「解除後」の第三者 

事例 11 

A が自己所有の甲土地を B へ売却したが、ＡはＢの債務不履行を理由に契約を解除した。その後 B

が C に転売をして移転登記も済ませた。 

この場合も、解除後にとっとと登記を戻さないＡが悪いです。先に登記をしたＣの勝ちです。 

 

【大事な考え方】 物権変動の重要なルール 

・〇〇後の第三者が出てきた場合、全て登記を先に得た方が勝ちとなります。 

・「解除」に関しては前後問わず、登記を先にした方が勝ち。 

 

６節 相続と物権変動 
 

事例で解説していきます。 

事例 18 

A は自己所有の甲土地を B に売却した。A は B に登記を移転する前に死亡し、A の唯一の相続人 C

が甲土地を相続し、相続登記も済ませた。B は登記がなくとも C に甲土地の所有権を対抗できるか。 

 

 

 

 

 

 

 

相続が起きると、唯一の相続人Ｃは被相続人Ａの権利義務の全てを承継します。 

つまり C は A の「甲土地の売主の立場」も引き継ぎ、「Ａ＝Ｃ」という関係が成立します。 

よって、Ｂは「Ｃから甲土地を購入した」と同じ意味になりますから、 

ＢとＣは「当事者の関係」になり、Ｂは登記がなくとも甲土地の所有権をＣに対抗できます。 

 

事例 12 

A は自己所有の甲土地を B に売却した。A は B に登記を移転する前に死亡し、A の唯一の相続人 C

が甲土地を相続し、相続登記も済ませた。その後、C は甲土地を D に売却した。B は登記がなくと

も D に甲土地の所有権を対抗できるか。 

 

 

 

 

 

 

A B 

C 

① 売却 
② 死亡 

C B 

①‘売却 

ト 

ト 

③ 相続 

③ 相続 

A B 

C 

① 売却 

④ 売却 
D ト 

② 死亡 
C B 

①‘ 売却 

D 

④ 売却 

ト 
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事例 16 と考え方は同じです。つまり、A＝C という関係になります。 

C からの二重譲渡状態になりますから、B と D は対抗関係に立ちます。 

よって先に登記をした方が勝ちです。B は登記がなければ D に所有権を対抗できません。 

 

事例 13 

A は甲土地を所有していた。A が死亡し、A の子 B、C が相続した。 

相続人 C が B に無断で甲土地を C の単独名義にしてしまい、さらに甲土地を D に譲渡してしまっ

た。この時、B に何か打つ手はないか。 

 

 

 

 

まず、A の死亡により、甲土地は一旦、相続人の法定相続分の割合に従って「共有」となります。 

つまり、甲土地は B、C が一旦それぞれ「２分の１」という持分で共有することになります。 

 

その後、B、C で話し合いをして、B が甲土地を丸ごと引き継ぐのか、 

違う持分割合で引き継ぐのかなどの「遺産分割協議」をするわけですが、 

この手続きをすっ飛ばして、C が勝手に甲土地「C の単独名義」にしてしまい、 

D に売ってしまったという事例です。 

 

甲土地において、仮に C が単独名義の登記をしようと「B の持分(２分の１)」に関して C は無権利

者です。よって、甲土地の名義が D になろうと、B の持分に関しては D も無権利者ですから、 

B は登記なくして「自己の持分」を、無権利者 D に対抗できます。 

(ただし C の持分については、売却の結果、有効に D のモノとなります) 

 

 

事例 14 

A は甲土地を所有していた。A が死亡し、A の子 B、C が相続した。 

遺産分割協議の結果、甲土地は B が全て相続することになったが、B がその登記を備える前に C が

B に無断で甲土地を C の単独名義にしてしまい、さらに甲土地を D に譲渡して登記まで備えてしま

った。 

 

 

 

 

 

 

先ほどの事例と違うのは、B と C がちゃんと遺産分割協議をしたというところです。 

その後、C が丸ごと D に譲渡、登記を移しています。 

 

 

B・C
勝手に 

C 名義 
D 

売却 

B ・ C D 
②売却 

①遺産分割 

B 

③売却 
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相続をすると、甲土地は B、C の共有になります。 

その後、遺産分割協議をして C の持分を B に移転し、B が甲土地を全て引き継ぐという流れです。 

もちろん、遺産分割をした後は、甲土地の名義を被相続人 A⇒B に変えるために相続登記をします。 

この登記をする前に、C が裏切って D に甲土地を全部譲渡し、登記まで備えています。 

 

B は、「自身の持分」に関しては登記なく D に対抗できますが、 

C の持分に関しては、図の通り B と D は対抗関係に立ちます。 

よって、先に登記をした方が勝ちです。 

 

B は、遺産分割したんだから、ボヤボヤしていないでさっさと相続登記をすべきだったのです。 

それを怠ったのだから、C が裏切って D に売っちゃったのです。 

D が登記をしてしまった以上、B は「C の持分」については諦めなさいということになります。 

 

 

 


